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１ はじめに 

郡山市立小中学校事務研究会（以下 郡山市事務研）では現在、全体研修と方部別研修を軸に研究

を進めている。 

また、郡山市事務研の組織として研究委員会、広報委員会、情報管理委員会、「郡山の共同･連携を

考える」委員会をおいて活動している。 

今回の発表に際しては、主に研究委員会が財務事務を中心に研究を進めてきた。研究を進めるにあ

たって、平成14年度の県事務研研究大会に当事務研が発表した「教育活動を支援する財務スタッフを

めざして」の内容から予算委員会に着目した。 

郡山市における予算委員会は、校長が主催し、その委員の中でも、財務事務に精通した学校事務職

員が大きな役割を担うこととなる。このことから、私たち学校事務職員が予算委員会運営の中心的な

役割を負い、カリキュラム経営参画への環境づくりをしていくことを目指している。 

 

２ 主題設定の理由 

郡山市事務研では、「未来を拓く郡山っ子のための『学校事務力ＵＰ』をめざして」を研究テーマ

に掲げ、サブテーマを県事務研第四次長期研修計画後期サブテーマとの関連性から「カリキュラム経

営に参画する学校事務職員」として研修・研究を推進している。 

震災の爪痕は少しずつ回復している現在だが、震災当時と同様にこれからも｢未来を拓く郡山っ子

のために｣という思いをつないでいきたいと考え、主題へと盛り込んでいる。 

また、「郡山っ子」を支援するために 

・ 学校経営に参画する学校事務職員 

・ 学校内で組織的事務処理体制ができる学校事務職員 

・ 行政や地域との連携推進ができる学校事務職員 

となることを目指している。 

そのために必要な「学校事務力」 

・ 総合的な視点を生かして教育活動に関わる力（行政職としての一面） 

・ 学校の資源（財務等）を生かす力（人材、物品、情報、経費、施設等の活用） 

・ 企画委員会、職員会議、予算委員会等において積極的に提案・発言して意思決定に関わる力 

・ 地域、保護者とのネットワークを構成し学校の窓口としての機能を強化する力 

・ 外部と一番近いところでの児童生徒の安全、安心の確保に関わる力 

・ 事務処理体制の効率化や事務領域の統括者としての力 

という６つの力を養い、学校事務職員としての資質アップをすることで、教育環境をより充実させ

ていきたいと考え、主題を設定している。 
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３ 郡山市の財務事務への取り組み 

（１）平成26年度における現状と課題 

① 予算委員会の現状(平成14年度の発表を経て) 

郡山市では平成14年２月、10万円未満の消耗品の購入及び修繕について、校長が契約できるも

のとする「学校長への専決権の付与」がなされたことに伴い、「郡山市学校財務事務取扱要領」

（以下 「取扱要領」）が制定された。 

ここには予算委員会を設置して、学校運営に必要なすべての予算を検討し、執行していくため

の留意点等が明記されている。 

しかし、平成14年度の発表でメインとなった｢財務事務マニュアル｣や当時提示を行った予算委

員会運営のための｢運営計画(案)｣や｢備品照合報告書｣などの資料も、一部の学校では継続して活

用されていたが、内容や資料について全く知らないという学校も存在した。そこで、市内の現状

を確かめるためのアンケートを実施することとした。 

 

② 現状の確認～第１回アンケートの結果から～（平成26年10月実施） 

実施した結果から見えてきた現状は以下のとおりである。 

まず、組織については、予算委員会の設置は９割を超えていたが、このうち１割程度の学校で、

校長がメンバーとして記載されていないなど、「取扱要領」の内容が十分に理解されていないと

いう現状が見えてきた。 

この現状を改善する一手立てとして、予算委員会の必要性を会員に周知できるよう、｢取扱要

領｣をＰＤＦで配付し、内容の確認を促すこととした。 

また、予算委員会が設置されていても実際に開催されていなかった学校が２割を超えているこ

ともわかった。郡山市は、小学校58校（休校１校含む）、中学校28校の合計86校と学校数が多く、

規模も大・中・小規模と学校それぞれの特徴があり、全てが同形式での予算委員会開催は難しい

という意見も見られた。 

特に予算委員会を開催できない理由としてあげられたのは、現場の多忙化である。校内におけ

る就学指導委員会や学校保健委員会、学力向上委員会など校務分掌に委員会が増え、会議も増え

る中、予算委員会を別枠で開催するのは厳しいというのである。 

しかし、予算委員会を別枠で開催できなくても、企画委員会や職員会議で予算委員会的内容を

取り扱っていたり、事務だより等を利用して必要な情報を発信したり、予算委員会と同等の機能

を果たしている学校もあった。 

こうしてみると学校の規模や現状に応じ、予算委員会の持ち方を工夫することで、予算委員会

の設置と開催を促す可能性があることが伺える。 

次に、予算委員会の協議内容として回答が一番多かったのは、備品の要望に関する内容であっ

た。校内における優先順位など教員の意見を聞くことができ、より実態に応じた要望をまとめる

ことができているようだ。 

二番目に多かったのは、市会計の執行状況等に関する内容である。備品同様、教員の意見を反

映し有効に活用できている、見通しをもって執行できるという意見が見られた。 

私たち学校事務職員にとってもただ要望があったものを購入して終わり、ということではなく、

どういった活動にどのような予算が必要なのかが見えるよい機会とも言えよう。 

また、管理職や教員の予算に対する意識が高まっている様子も伺えたが、一方で予算執行状況

等の資料作りが大変であるという意見も多くあった。独自にパソコンで管理ソフトを作成してい

る学校事務職員もいるが、初めから作るとなると難しい一面もあった。一般的なインターネット

から手に入れられるソフトもあるが、財務の実態とは異なることが多く、そのまま取り入れるの
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は困難であった。 

これらの課題をふまえて、研究委員会として課題解決のための環境づくりに取り組まなければ

ならないと感じた。 

また、｢取扱要領｣を制定するにあたり教育委員会より示された資料には「学校運営の観点から

本来、予算委員会は、学校運営に必要なすべての予算（準公費を含める）を検討し、また調整す

べき機能と権限を持つものであり、校長、教頭並びに事務職員（担当者）を中心に、教科、学年

等の代表者等で構成し職員から出された様々な要求事項について『優先度合』、『必要度合』、『充

足度合』、『公費、準公費の負担区分』等を検討しなければならない」とあり、教育活動等に対す

る資源（人、物、金、情報)を統括することを予算委員会が担うのであれば、準公費としての校

内私費会計についても検討していかなければならないと考えた。 

 

（２）課題解決に向けて 

① 財務マネジメント学習（会員への伝達） 

研究を進めていくにあたり、予算委員会で中心的役割を果たせる人材となるよう、学校事務職

員のさらなるスキルアップを図ることとした。「学校組織マネジメント指導者養成研修」（中央研

修）を受講した研究委員による「財務マネジメント」（資料１）の研修を研究委員が行った。 

財務マネジメントとは、組織目標達成のための事業の企画と予算化（裏付け）から実施計画、

評価から次年度の予算編成までの組織的営みのことである。学校の教育活動を事業と読み替え、

これを実施する上で学校内外の資源（人、物、金、情報）の裏づけ(予算配分)を明確にするもの

として「財務マネジメントワークシート」（以下 シート）を作成するという演習を行った。予

算面を中心としたマネジメントを学校事務職員が積極的に行い、組織目標達成にあたっていくこ

とを理解することができた。 

シートは、事業の概要から効果、具体的取り組みなど、教員が立案する部分(左側)と、学校内

外の資源（人、物、金、情報）を記入する部分(右側)で構成されており、どういった事業で何が

必要なのかが、作成を通して明確にすることができる。会議等で全職員に事業を説明する資料と

することができ、前年度の実績をシートで確認し、評価の記載も行うことから、次年度の立案を

スムーズに行うことができる。シート作成を目的としてしまうのではなく、シート作成が私たち

の気づきであり、計画の予算面での視覚化として必要なのであり、事業に対して予算化が必要だ

という考え方（見方）が大切なのである。 

有効性があると思われたので、これを郡山市事務研全体で共有化することを目指し、方部研修

の場で伝達講習を行った。（平成27年７月実施） 

演習を行って次のような意見、感想があげられた。 

・ 事業と予算が関連していることを一目できるものなので、漏れがないかなど確認に必要だ

と思う。 

・ 行事の際の必要経費や支出先が一目瞭然となって良かった。転勤の際の事務引継資料とし

て準備している。 

・ 人事異動があっても運営に支障が出ない。 

・ シートを作ることで、私費で支出していたものが、公費で賄えるのではないか等の見直し

が出来る。 

・ シートを作ると、いろいろなことが見えてきて予算のプロとして学校経営に参画していけ

そうな気がする。 
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【資料１；財務マネジメントワークシート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 運営計画と各様式の提示 

現場の多忙化であっても予算委員会を開催できる環境づくりの一環として郡山市事務研の研究

委員会では、以前の発表時に作成した予算委員会の各様式を見直し、修正案を会員に提示するこ

ととした。 

郡山市では、財務端末を学校事務職員が使用できるパソコンとして活用できる環境があり、そ

の機能の中に、全会員が参加できる「サイボウズガルーン」というソフトがある。メールのやり

取りはもちろん、｢スペース｣というグループを作成して、トークの書き込みができる機能やファ

イルの共有機能などがある。郡山市事務研では情報管理委員会が中心となって「ＹＯＲＯＺＵ 

ＮＥＴ」の運営を通して、情報の周知・共有化を図り、役立つソフトなどの各種資料が見られる

コーナーを設置し、活用を促している。 

この機能を生かして、研究委員会が作成した財務関係資料を全校で共有できるようにした。 

提示した資料は次のとおりである。 

 

〔財務関係資料〕(平成27年12月) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 予算委員会運営計画（案）    ６ 備品照合報告書 

２ 財務事務マニュアル（案）    ７ 職員へのアンケート 

３ 予算委員会開催カレンダー    ８ 自己反省チェックシート 

４ 財務マネジメントワークシート  ９ 市費管理システム 

５ 学級用引継物品確認表      10 会計ソフト（私費）    

財務マネージメント　演習シート （作成者：　○○○学校　○○○○　）Ｈ○.○.○　

節 細節

事業の概要

<現況＞

　

＜取り組み概要＞

0

＜事業の効果＞

＜具体的取り組み方法＞

＜評価＞

0

0

事業名（○○○○○○○○)
名　　　称

決　算　額 算　定　の　基　礎

公

費

分

公費分合計　

私

費

分

私費分合計　

合　　計
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【資料２；予算委員会運営計画（抜粋）】 

 

1

2

(1 )

(2 )

(3 )

3

4

(1 )

(2 )

(3 )

(4 )

(5 )

(6 )

5

6

・市会計の決算書の検討

・前年度からの申し送り事項の確認

・当該年度の令達予算の確認

・予算執行計画の作成

・私費の集金計画

(2 ) 第1回購入計画 全職員

(3 )

・教材備品、消耗品の購入計画※5月

(3 )

(1 ) 職員への予算周知 学校事務職員

(2 ) 全職員・管理備品要望計画

(1 )

(1 )

実施方法

実施計画

月 内　　　　容

者を加えることができる。

協議

事項
備　　　考 担　当

4月 (1 ) 予算委員会

郡山市立 学校予算委員会運営計画（パターンⅠ案）

教育目標を達成するため、適正かつ計画的な予算執行を行う。

　予算委員会の構成は校長･教頭･学校事務職員とし、その他、校長が必要と認めた

郡山市の「財務規則」及び「学校財務事務取扱要領」に基づき、教材教具の充実･

施設の保全につとめる。

公費と私費との区別について共通理解をし、保護者負担の軽減を図る。

教育活動実現のために効果的な予算執行につとめる。

方　　針

目　　標

学校運営にかかる経費の総合的な検討

予算要望等内容の検討及び調整

物品整備計画の検討

業者選定の検討

予算執行と教育効果についての反省

構　　成

協議事項

　予算委員会では、下記の内容について協議する。

(1 )

その他予算に関すること

予

算

の

令

達

※ 上記に基づいた手順等については、 各学校の実情に応じ た

内容を記載し 、 全職員の共通理解を図る。
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【資料３；予算委員会開催カレンダー（抜粋）】 

 

 

③ 市費管理システム 

予算委員会を開催するにあたり、予算の執行状況等を報告する資料作りが大変であるという意

見も多かったことから、Ｔ中学校で実際に使用しているソフトをもとに、市費が管理できるソフ

トを提示し、今年度４月の全体研修でソフトの概要説明を行った。（※（３）②を参照） 

 

④ 私費も含めた予算委員会の開催 

研究委員会では、予算委員会の各様式を見直すにあたり、私費を含む形へと修正した。 

特に、予算委員会運営計画（案）や職員へのアンケート、自己反省チェックシート等には｢私

費｣に関する項目を設け、私費の管理ができる会計ソフトの提示も行った。 

私費について、何をどれだけ必要とするのか予算委員会での把握を進め、私費の見直しや公費

私費負担区分の適正化をすることで、保護者負担の軽減等を目指した。実際に保護者負担を軽減

した実践例を次の（３）で紹介していきたい。 

 

【資料４;職員へのアンケート（抜粋）】 

 

 

 

予算委員会開催カレンダー（モデル案）

月
開催
方法 議題 内容

事務職員
の役割

教職員の役割
（組織活用）

4
月

予算委員会
の必要性と
役割

予算委員会の必要性
と役割

委員会と財務
について説明
（運営計画参
照）

前年度決算
額

前年度決算額 前年度のアンケー
ト結果周知

今年度予算
配当額

市配当予算額のお知
らせ
私費の集金計画

予算額一覧表作成
提示

年間計画 年間計画作成 執行一覧表提
示により予算
項目及び内容
を説明（運営
計画参照）

管理備品要
望

管理備品の検討 管理用備品の
説明（運営計
画参照）要望
書集約(前年度
２月に要望書
配付）

要望理由欄を詳しく記
入する。最新カタログ
のコピーA4サイズを添
付する。（カタログ
名、ページ数も入れ
る）

理想的な方向性

委員の予算に関する意
識の高揚、共通理解を
図る。

前年度と今年度の比較
を行い内容を把握して
もらう。

予算の種類と内容を知
り、積極的に授業で必
要な物品を検討するこ
とができる。

自校の備品状況を把握
できる。

予算執行についてのアンケートのご協力願い

  お忙しいところ申し訳ありませんが、今年度の公費・私費を含めた予算に関してアンケートを実施いたします。これらをもとに反省し、改善し

てまいりますので、率直なお考えをお聞かせください。

依頼日： 4月27日

※該当する□に✔を入れ、必要に応じて記述ください。

7

□　継続したほうがよい □　必要性を感じない □どちらでも良い

↓ ↓

具体的に教えてください。

公費・私費を計画的に執行するため、校内予算委員会を設置して予算配分や執行方法の検討を図り
ながら進めてきました。このことについてどのように思いますか？
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【資料５;自己反省チェックシート】 

 
 

⑤ ｢財務事務マニュアル｣の見直しと活用促進 

平成14年度の発表のメインであった｢財務事務マニュアル｣は、校内予算の流れを図式化したも

ので、予算委員会の役割も含め、<Ｐ（計画）→ Ｄ（実行）→ Ｓ（確認・評価）→ Ａ（改

善）サイクルによる執行>がわかりやすい資料となっている。 

校内で教職員への説明資料としても使えるといった意見が多かったことから、学校事務職員が

参考資料として使用することに限らず、予算委員会運営計画の一部に活用できる資料としても使

えるよう見直しを行った。実際に学校運営計画や事務部運営計画に引用している学校もある。 

また、前述のとおり、私費の執行についてのマニュアルも作成した。 

それぞれの財務マニュアルの説明には、会計執行にあたって学校事務職員が心がけなければな

らない目標を掲げている。「財務マニュアル・公費」説明の冒頭には「会計の流れを可視化し、

透明性のある事務処理を行い、常に子どもたちの学びを支援する予算の執行を心がけていかなけ

ればならない。」、「財務マニュアル・私費」説明の冒頭には「会計の流れを可視化し、透明性の

ある事務処理を行い、常に保護者の負担軽減を心がけ、公費と私費の区別を理解し、予算の執行

を心がけていかなければならない。」と記載している。 

事務作業としてただ購入し、伝票を処理し、支払いをするというだけで終わるのではなく、常

にこの言葉を意識しながら事務を行っていかなければならない。それは、私たち学校事務職員だ

けでなく、会計を担当するすべての職員に理解してほしいことである。 

教職員の校内予算への関心が高まることで、より一層予算委員会を設置する意義が認められ、

予算委員会開催へとつながり、経営上適切な執行がなされていくことが期待される。ぜひとも各

学校において活用してもらえるよう呼びかけていきたい。 

確　　認　　内　　容 ﾁｪｯｸ欄 メ　モ
1 学校徴収取扱規程や要綱が整備され、それに基づいて行うようになっている

2 予算委員会を設置し、運営している

3 現金での管理でなく、通帳での管理をしている

4 通帳は耐火金庫など施錠できる場所で保管するようになっている

5 支出伺書（クロスチェックに基づく）を作成し、会計執行するようになっている

6 収入調書を作成し、会計簿を整理するようになっている

7 会計監査体制（内部・外部による監査）を整え、実施している

8 全て文書で保護者へ連絡している（軽易な物は別）

9

10 教育目標を実現するため、中・長期的展望をもって適正な予算編成を行った

11 教育目標を達成するため教育課程などで計画と予算を関連づけた

12 計画から配分にいたるまで、職員等の要望を充分取り入れて行った

13 年間執行予算計画書を作成した

14

15 予算額・編成・執行等のシステムについて全職員に周知を図った

16 年度当初に予算執行の方法及びその流について説明をした

17 市費の教科予算配当をした

18 定期的に予算執行状況を全職員に提示（報告）した

19 予算委員会での内容を全教職員に伝えた

20 業者の選定には細心の注意を払い、一部に偏ることなく公平に行った

21 購入は「共通物品」を優先させた

22 業者への支払いは滞ることなく、速やかに支払い手続きを行った

23 優先度、必要度、補充度、公費・私費（準公費）の負担区分を充分考慮して執行した

24 校内での私費（準公金）予算についてのチェック体制に関わり、指導的立場を発揮した

25 会計毎に決算書を作成した

26 未入(未納）金の家庭への対応を速やかに行い、その状況を速やかに管理職へ報告した

27

28 郡山市の「財務規則及び財務事務取扱要領」に基づき教材教具の充実・施設の保全に努めた

29 公費と私費（準公金）との区別について職員間で共通理解し、保護者負担の軽減を図った

30 教育活動実現のために計画的かつ効果的な予算執行に努めた

31 関係書類は適切に整理保管した

32 自己反省を行い、まとめた

33 会計執行に対する「職員アンケート」を実施した

34 都度反省し、それらをまとめ、生かしている（PDSAサイクルの活用）

35

36 不要な集金を行わないなど、その都度（その場に応じて）見直しを行った

37 透明性（流れの可視化）を図り、効率的活用を促した

38 反省に基づき、総合的に会計全般を検討している

39

40 購入が決定した物品(備品）について適宜全職員に周知した

41 図書や備品など適切な時期に購入することができた

42 備品台帳等を整え（照合を含む）、現有状況を明らかにし、有効活用を促した

43 校内の不要物の処分に努め、常に使える状態を意識して整備した

44

45　今年の自己反省を記入し、対策を考えてみましょう。

領　　域

※各項目の確認内容ができているときはチェック欄に○を付け、現状を確認しましょう。

計画（P)

実行（D)

確認・評
価（S)

改善（A)

システム

その他
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【資料６;財務事務マニュアル】 

  

財務事務マニュアル・公費 

＜  Ｐ（計画）→Ｄ（実行）→Ｓ（確認・評価）→Ａ（改善）サイクル による執行  ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業

者
（
市
登
録
業
者
等
） 

教 育 

委員会 

 

校 長  教 頭 事 務  教職員 

① 予算の 

配当通知 ②予算を知らせる。 

学校の予算をみんなで考えましょう。 

③購入希望書作成 

学習効果をあげるため現場の声を入れましょう。 

④ヒヤリング 希望内容確認 

「こんなに必要です・・」意思表示が大切です。 

⑤集約・立案 

⑥予算委員会 

（購入内容・業者検討） 

⑦決定内容を知らせる 

⑧決裁 購入事務手続き 発注 

⑨納品・納品されたものの確認 

⑩使用する 

⑪支払事務手続き 

⑫執行状況確認 

⑬中間報告 

⑭決算報告 

⑮反省・次年度の立案 

 

時期 

 

４月 

 

４月 

 

及び 

 

通年 

 

随時 

２月 

～ 

３月 
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財務事務マニュアル・私費 

＜  Ｐ（計画）→Ｄ（実行）→Ｓ（確認・評価）→Ａ（改善）サイクル による執行  ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業

者 

教 育 

委員会 

 

校 長  教 頭 担当者  保護者 

① 年間の集金計画作成 

年間の集金計画作成 

学校の予算をみんなで考えまし

ょう。 

⑩決定内容を知らせる 

 ④購入事務手続き 発注 

⑧支払事務手続き 

⑮執行状況確認 

⑬転出入報告 

⑯決算報告 

⑰反省・次年度の立案 

 

時期 

 

４月 

 

４月 

 

及び 

 

通年 

 

随時 

２月 

～ 

３月 

③決定内容を知らせる 

年間の集金計画を伝えましょう。 

⑦集金事務 

⑪集金事務 

⑭集金額の清算 

⑫会計報告 

 

②教材使用届提出 

⑤納品・納品されたものの確認 

（児童・生徒） 

⑥使用する 

⑨予算委員会 

購入内容・業者の検討 

臨時的な必要経費検討 
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（３）実践例 

ここでは関連する実践例をいくつか紹介する。 

 

① 平成30年度統合学校（西田学園）へ向けての実践 

平成30年４月１日に西田地区の小中学校が統合され、新たに小中一貫の義務教育学校として開

校する。この開校に向けて、教育課程編成委員会が市教委主催で開催されている。 

事務部門に関しては、平成28年度に西田町小中学校の学校事務職員が【学校事務運営部会】に

所属し、学校事務運営計画、校内文書処理規程、予算委員会、諸費・教材会計についての検討を

重ねており、研究委員会から提示した「予算委員会運営計画」と｢財務事務マニュアル｣を使用す

ることとなった。 

 

【資料７；統合学校（西田学園）教育課程編成委員会組織】 
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② Ｔ中学校の実践 

年度当初の予算配当額や日々執行している市費での物品購入履歴を入力していくだけで、市費

予算に関する資料が作成される「市費管理システム」を作成した。 

その資料は予算委員会や職員会議で活用でき、執行状況や残額を常に把握できるので、見通し

を持った計画的な予算執行ができるものとなっている。また、項目別の情報は、次年度の予算執

行の情報としても役立てることができる。 

各シートの内容は次のとおりである。 

【シート名】   内容 

【設定①】    消耗品費については、予算費目を設定して校内配当を入力できる。 

【設定②】    前年度の最終配当額、決算額、本年度の予算額が表示される。 

【入力表】    予算項目をリストから選択し、請求書の内容をそのまま入力すると、

入力したデータが各項目に振り分けられる。 

【前年度】    前年度分のデータが表示される。 

【配当】     当初配当額と前年度最終配当額、前年比などが表示される。 

【執行状況全体】 現在の決算額、残額、執行率が表示される。 

【執行状況】   校内配当してある項目別に現在の執行状況が表示される。 

【項目別】    現在の執行済額、残額が表示される。 

この資料を改良し、各校で活用できるようサイボウズガルーンの共有スペースへ掲示すること

とした。（※（２）③「市費管理システム」） 

方部研修会で活用方法の研修を行ったところもあり、実際に校内での執行管理に活用している

学校もある。年度や学校の規模で配当項目が変更になることや教育委員会が実施する特殊な事業

の配当項目の変更や終了もあることから、毎年ある程度の調整は必要となるが、前年度予算を参

考にできるよう、継続して使えるソフトとして活用が望まれる。 

改良を加えながら、より多くの学校で活用できるよう整備を進めている。 

 

【資料８；市費管理システム（抜粋）】 

〔シート;設定①〕 
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〔シート;設定②〕 

 

 

〔シート;執行状況 全体〕 

  

 
 

 

 

 

 

 

③ Ｋ中学校の実践 

予算委員会の取り組みとして、「生徒アンケート」を実施し、要望をもとに予算執行を行った。 

また、「職員アンケート」と「自己反省チェックシート」の反省等からＰＴＡ予算関係の整理

と削減等について、次年度に向けて改善案を作成し、予算委員会を経て改善を実施した。 

・ 諸費集金額で月によりばらつきがあったのを極力定額とした。また、予算の執行時期に応

じて集金項目を割り振り、事務の効率化と予算の効率的執行を図った。 

・ ＰＴＡ会費と体育文化後援会、学年学級費会計と教育振興費の予算組み替えを行い、集金

額を減らすなど保護者負担軽減と予算の効率化を図った。 

・ 「職員アンケート」をきっかけに公費･私費両方について、会計の流れを共通認識し、「会

計取り扱い要領」を見直したうえで次年度から活用を始めた。あわせて、配当された市費予

算内で各教科へ再配当を行い、教科で必要な物を購入できるようにした。 

 

Ｋ中学校の実践内容は予算委員会の理想的な形の運営といえよう。公費･私費両方を把握して

学校経営にあたることで、公費で賄えるものは私費に頼ることなく執行できる。見通しを持って

それぞれを執行することから無駄な経費を削減し、学校経営に必要な経費をできうる限り公費で
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賄い、私費削減に寄与できる。なにより、これらの作業を学校事務職員一人で行うのは難しいが、

組織として取り組むことができれば、意見も偏ることなく、必要な改革が実現しやすくなる。学

校は時に変革を敬遠することが多く、何かを変えるのは難しい。それをよい形で実践できた例で

はないだろうか。 

 

【資料９；職員アンケート結果（抜粋）】 【資料10；予算委員会に提案した改善案 

第二次案）】 
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はい

80校

いいえ

5校

( 全体)

【資料11；諸会費改善内容（平成27年度と平成28年度の表）】 

 

４ 成果と課題 

（１）第２回アンケート（平成28年７月実施） 

① アンケートを実施するにあたり 

第１回アンケート後、研究委員会より資料の提供を行った。また、「取扱要領」を提示し、予

算委員会の100％の設置と開催を目指した。 

その後、予算委員会を設置し開催されたか、また提供した資料がどのように現場で生かされた

かについて、第２回のアンケートを行った。 

結果は、設置及び開催とも100％とはいかなかったが、回答率は100％であり、内容においても

予算委員会への取り組みに関心を持ち設置や開催に意欲的な方向への意識の変革が見られたこと

は成果といえよう。 

 

② 実際のアンケート結果から（平成28年度実施アンケート集計結果より抜粋） 

〈予算委員会の設置状況〉 

 設問 予算委員会が設置されていますか。 

結果 予算委員会の設置についてはまだ大きな改善は見られな

い。予算委員会の未設置校が５校ある。前回は６校だったの

で、１校は設置を行った。 

 

 

諸会計集金改善内容

平成2７年度1年生　集金項目及び集金額
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 合計

PTA会費 680 680 340 340 340 340 340 340 340 340 4,080

学年学級費 120 120 60 60 60 60 60 60 60 60 720

生徒会費 400 400 200 200 200 200 200 200 200 200 2,400

事務運営費 940 940 470 470 470 470 470 470 470 470 5,640

後援会費 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 10,000

教育振興費 650 650 325 325 325 325 325 325 325 325 3,900

給食費（運営費込） 10,000 7,783 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,200 61,483

補助教材費 0 0 4,627 4,560 4,000 4,000 4,000 4,000 25,187

ｱﾙﾊﾞﾑ費 3,000 3,000 6,000

修学旅行･進路対策費 4,000 10,500 10,500 10,500 4,500 40,000

13,790 11,573 12,522 12,455 11,895 15,895 22,395 22,395 21,395 15,095 159,410

平成2８年度1年生　集金項目及び集金額（振り分け先）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 合計

PTA会費 1,040 1,040 1,040 3,120

生徒会費 800 800 800 2,400

事務運営費 1,880 1,880 1,880 5,640

後援会費 2,320 2,320 2,320 2,000 2,000 10,960

教育振興費 1,300 1,300 1,300 3,900

給食費（運営費込） 10,000 7,000 7,000 7,483 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 61,483

補助教材費 1,603 1,160 1,160 6,017 8,500 6,500 24,940

ｱﾙﾊﾞﾑ費 6,000 6,000

修学旅行･進路対策費 4,000 10,500 10,500 10,500 4,500 40,000

18,943 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 158,443

平成28年度1年生銀行引き落とし依頼項目及び金額
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 合計

PTA会費 1,040 1,040 1,040 3,120

会費A 6,300 6,300 6,300 2,000 2,000 22,900

給食費（運営費込） 10,000 7,000 7,000 7,483 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 61,483

会費B 1,603 1,160 1,160 6,017 8,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 70,940

合計 18,943 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 15,500 158,443

会費
A

合　　計

一緒
に

改善内容
①学年学級費の削減とPTA会費の一部を体育文化後援会へ付け替え（私費軽減）
②毎月の定額の集金額化と会計の使用時期に合わせた振り分け計画（効率的執行）
③銀行引き落とし依頼項目を９→4項目に整理（事務の効率化）

合　　計

会費
B

改善
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はい

59校

いいえ

21校

( 全体)

はい

49校

いいえ

30校

( 全体)

考えている

4校

考えていない

2校

( 全体)

年1～3回

23校

各学期1～2回

17校月1回

1校

週1回

1校

不定期

13校

その他

3校

( 全体)

全職員

1. 3 

校長

88. 8 

教頭

97. 5 教務

87. 5 

学年主任

46. 3 

養護教諭

17. 5 

事務職員

98. 8 

その他

25. 0 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

( 全体)

〈予算委員会の開催状況〉 

 設問 設置されている学校にお聞きします。 

予算委員会が開催されていますか。 

結果 設置校は80校。開催については前回58校だったが、今回59

校となり１校増えた。 

 

 

 

〈予算委員会の運営計画の作成状況〉 

 設問 予算委員会運営計画が作成されていますか。 

結果 前回48校だったのが、今回49校となった。中学校では増え

ているが、小学校で減少がみられたため、１校増にとどまっ

てしまった。 

 

 

 

〈予算委員会構成メンバー〉 

 設問 予算委員会のメンバーを教えてください。 

結果 構成メンバーに学校事務職員が入っていないのは未配置校

があるためだが、校長がメンバーに入っていない学校があっ

た。「取扱要領」の中に校長が予算委員会の設置者であり、

委員長とすると明記されているので、この点は改善が必要と

なる。 

 

〈今後の予算委員会の設置状況〉 

 設問 今後予算委員会を設置したいと考えていますか。 

結果 現在、予算委員会が設置されていない６校についても、設

置したいと考えている割合が、前回より増えている。設置へ

の意識が高まってきているといえる。これは大きな前進と捉

えたい。 

 

 

 

〈予算委員会の開催回数〉 

 設問 予算委員会の開催回数について。 

結果 開催している学校は前回同様に年１～３回の学校が多い

が、今回は学期に１～２回の学校が増えたことで、数の変化

が見られた。各学校の状況に合わせた方法で機能を果たし、

開催回数自体も増加していると考えられる。 

 

 

 

％ 
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単独で実施

31校
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27. 1 
その他

1. 7 
0.0
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〈予算委員会の開催時間〉 

 設問 予算委員会の開催時間について。 

結果 小学校では単独で実施しているところが67.5％とある。中

学校では企画・運営委員会の時間に実施しているところ   

が78.9％と高い。小中学校では開催時間に違いが見られ   

た。それぞれ現状に合わせ開催方法を工夫しながら、機能を

果たしているのであろう。 

 

〈予算委員会の協議内容〉 

 設問 予算委員会の協議内容を教えてください。 

結果 「市費予算要望・予算執行」が減少し、「備品要望、私費、

公費(県費)」に関する内容が増加した。学校運営に必要な全

ての予算を検討する機関として委員会が設置され、協議内容

が多岐にわたっている現状は本来の姿でありよい傾向であ

る。 

 

③ 第２回アンケートにおける各学校の意見 

○予算委員会を開催しての良かった点や効果的な点 

・ 情報を共有でき、専門性を生かした意見交換ができる。 

・ 要望や課題が明確になり、その対処法を協議できる。 

・ 職員の予算に対する関心が高まり、常に意識して対応してくれる。 

・ 備品の要望順位を決定する際に、管理職や授業者等いろいろな立場の人からの意見を聞

くことができとても参考になる。 

 

○問題点や疑問点 

・ 時間の確保が難しい。 

・ 限られた時間の中での取組みで伝達という形になり協議するまでには至らない。 

・ 先生方との予算に対する温度差を感じる。 

・ 予算委員会で使う資料の作成に時間がかかる。 

 

（２）資料提供に関するアンケート 

① 資料に対するアンケート結果 

○予算委員会運営計画（案） 

運営計画があると回答した49校のうち、研究委員会が提案したものを活用した学校が２校

あった。予算委員会の設置や開催校数にあまり変動がない中での収穫といえる。さらに、今

後取り入れたいとする回答が44校あることから、多くの学校事務職員が予算委員会を意識す

るも、なかなか思い通りにいっていない現状をうかがい知ることができる。 

 

○財務事務マニュアル（案） 

新たに取り入れた学校は８校あり、今後取り入れたいとの回答は52校あった。「そのまま

提示できる資料」だったため、学校運営計画（以下 運営計画）の中に組み入れられるなど、

取り入れやすい資料を提示することができた。今後、財務事務の参考として活用が広まって

ほしい。  

％ 
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○予算委員会開催カレンダー 

｢財務事務マニュアル｣（案）と同様、新たに取り入れた学校が２校あり、今後取り入れた

いとする回答は52校あった。運営計画の中に委員会の実施月や内容が掲載されているため、

年間の見通しを立てる参考資料として活用を考えていると思われる。 

 

○財務マネジメントワークシート 

新たに取り入れた学校が３校、今後取り入れたいとする回答は49校あった。校内行事関係

の利用のみでなく、転勤の際に事務引き継ぎ資料として準備した学校もあった。作成には事

業と予算を関連づけて全体的に捉えられるため、事業の見直しや改善への活用が図られれば

良いと思う。 

 

○学級用引継物品確認表 

確認表を今後取り入れたいとの回答が52.4％（44校／84校）と半数を超えた。学校規模が

大きくなるに従って必要性が高まる。また、中学校より小学校の方が学級を中心とした教育

活動のため活用意識は高い。学校によっては、教務主任が担当していることから、管理面と

いうよりは使用者側と十分話し合って進めていくことで効果を高められるだろう。 

 

○備品照合報告書 

新たに取り入れた学校が10％あったので、提示効果はあった。項目が分かりやすく、その

まますぐに使用することができ、書式の自校化も容易なため取り入れられたと思われる。一

方、市の備品台帳データをプリントアウトし、そこへ照合結果を記入してもらう方法を取っ

ているところもあった。係がまとめる段階で、読み取って転記作業が生じるため、「備品照

合報告書」までの記入を照合担当者の仕事として勧めていきたい。 

 

○職員へのアンケート 

アンケートを実施した学校は５校、今後実施したいとの回答は47校あった。実施した学校

からは、職員の意見を取り入れることができ、会計面での改善資料として有効だったとある。

使用していない学校では、先生方が多忙で頼みにくいとの意見が出されているので、実施時

期や方法など工夫していく必要がある。 

 

○自己反省チェックシート 

チェックシートを実施した学校が５校、今後実施したいとする回答は52校あり、全体の

67.9％が関心を示した。このシートは従来の記述式反省から到達目標（理想とする）まで段

階的に表記したもので、現在どの段階にあるかを確認できるため、「職員アンケート」より

関心が高かった。また、振り返りとしてチェックシートを利用したいという反応はＰＤＳＡ

サイクルで事務改善を行う考えが定着している表れと思われる。振り返ることで、気づきか

ら改善へと繋がることから、利用を勧めていきたい。 

 

○市費管理システム 

新たに取り入れた学校が７校、自校のものを使用している学校が14校あり、全体の25％

（21校／84校）で表計算を使った市費管理を行っている。提示したシステムを使用した学校

では、予算の執行状況がすぐに分かり、１年間入力すると来年度の予算計画に活用できると

いう反応があった。「執行状況の周知」については予算委員会等で協議しやすい内容なので、
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積極的な活用が望まれる。 

 

○会計ソフト（私費） 

新たに取り入れた学校が５校、自校のものを使用している学校が29校あり、全体の40.5％

（34校／84校）は何らかの会計ソフトを利用して私費管理を行っている。会計担当者がそれ

ぞれのやり方（自分が使ってきたソフトを使う、手書き等）で会計を管理しているが、今回

提示したソフトはマルチに使えるものなので、活用の普及を勧めていきたい。 

 

② アンケートの結果から 

今回のアンケートから、予算委員会の開催については学校の規模によっても異なり、実施方法

も様々であることが分かった。小規模校は、職員室で仕事の合間に話しをしたり、会議で全体へ

声をかけたりすることで済んでしまうことがある。反対に大規模校になれば、職員間の時間調整

が難しく、年間計画等で予定をされていないと、予算委員会の開催は難しくなっている。前回の

アンケート同様「時間の確保が難しい」との意見が多くある反面、書類の回議方式を有効に活用

してこの問題を解決している学校が増えていることは望ましい傾向である。 

このように様々な実情を持つ学校において、研究委員会で提示してきた財務関係資料が、各校

において一つでも取り入れられて予算運営に貢献できたら幸いである。 

この３年間で、市内・外からの人事異動が50校を超えたことで、「新しい学校へ転任してすぐ

に取り組むことが困難である」との意見や、「郡山市事務研からの資料の存在自体を知らなかっ

た」という意見が多くあった。財務関係資料を提示し、方部研修や全体研修で説明を行っていく

中で「今後取り入れたい」という声も上がってきた。今後、学校事務職員からの提案や改善によ

って教育効果が高められれば、子ども達への学びの支援へつながると大きな期待を感じる。 

例えば、パソコンの技術一つにしても、個人のスキルアップは欠かせない。会員が、常に向上

心を忘れずに、学校で働く意義をかみしめながら『学校事務力ＵＰ』に励めるよう、研究委員会

では関わっていきたい。 

 

（３）今後の課題 

私たちは経営に欠かせない資源（人、物、金、情報）について協議する予算委員会の運営にかか

わることが、学校経営の参画への手立てになるものと考え、研究に取り組んできた。 

予算委員会設置について、始まりは郡山市教育委員会より「取扱要領」が施行されたことに由来

するが、予算委員会の存在は、私たち学校事務職員が力量を発揮することができる最良の場といえ

る。しかし、アンケートの結果からも見えるとおり、予算委員会の設置と開催が100％とならない

こと、また「取扱要領」による予算委員会の構成員が十分に理解されていないことは大きな課題で

ある。 

問題解決の糸口は、一つ目に、一度制定された「取扱要領」について私たち学校事務職員がその

重要性を理解し、学校内において主体的に啓発活動をしていくことである。また、啓発活動の推進

のためには、私たち学校事務職員もベテラン職員が退職の時期を迎え、構成メンバーが大きく更新

されるなか、常に会員相互の情報の共有化を図り理解を深めていくことがより大切になる。 

二つ目に、学校事務職員と管理職との連携の必要性である。校長・教頭との共通理解を十分に行

うことにより、校内における教職員の財務への関心を高め、学校事務職員の働きかけが効果的に働

き、予算委員会の機能を十分に高めることができる。 

三つ目は、「現場の多忙化」による「会議が多くて予算委員会が実施できない」等の課題につい

てである。対処法として｢持ち回り審査｣が考えられる。これは、メンバーに文書で回議することで
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予算委員会に代えるというものである。（資料12） 

また、職員会議や企画委員会の一部に予算委員会としての枠を確保するといった形での対応もあ

る。 

最後に、開催が困難な状況での働きかけについての検討である。多忙であることを考慮すれば、

三つ目にあげた「持ち回り審査」は簡単に見えて導入方法に戸惑いを感じるであろう。そこで「財

務事務マニュアル」を活用するのも一案ではないだろうか。たとえば、「財務事務マニュアル」に

書かれた手順のうち「校長･教頭･事務･教職員」の枠内にある手続きを書面で行い、予算委員会の

記録として供覧、保管をする、などといった具体的な方法を検討することも必要だ。この「持ち回

り審査」の方法等については、検討が十分でないため、更に研究を進めていきたいところである。 

 

【資料12；持ち回り審査の例】 

 

回覧による 

第２回予算委員会 

                                   平成２７年６月１６日（火） 

                                          記録：事務 

 協 議 

（１）教授用備品要望書について  別紙 予算４２２，０００円 

  ・要望書が限度額を超えているため、内容の検討を行いました。 

   マットは昨年度購入できなかったもので、低学年用に是非必要とのことです。 

  （音楽主任より）オルガンは２台のところ、１台の希望として譜面台を購入したいとの 

   意見でした。バスドラムは高額であり、希望順位は下位になりました。 

   糸のこ機械は修繕して使用しており８台の使用が可能になります。よって別紙記載の

上から順に購入希望を出し、オルガンを１台にして譜面台までの要望としたいと思い

ます。（予算限度額におさまります） 

（２）予算執行状況 

別紙 ６月１５日現在・・・・・一人１部お取りください。 

職員会議で全員に配布します。 

（３）管理備品要望書（提出済） 

別紙 市教育委員会より 要望４まで購入する旨連絡あり。 

☆ご意見等ございましたら、別紙へご記入ください。 

 

 

５ まとめ 

今回の取り組みを通して、「取扱要領」｢財務関係資料｣等の提供で予算委員会に対する意識は確実

に上がってきている。学校現場において、予算委員会という名称での位置づけはなくても、企画委員

会、職員会議、事務だより等で学校予算等の説明の場を設けており、それが予算委員会的機能を十分

に果たしている学校もある。今後、予算委員会のあるべき姿を位置づけるのであれば、更に踏み込ん

だ研究が必要であると考える。予算委員会開催の一歩として、研究委員会において提示した資料の活

校長 教頭 教務主任 教務 主査 １年主任 ２年主任 ３年主任 ４年主任 ５年主任 ６年主任

　認印・

サイン可
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用を今後も呼びかけ、導入のための手順についても視覚化された資料の提示や研修、実践の発表など

ができれば、予算委員会開催に向けての足がかりとなるのではないか。 

今回の発表は、課題解決を含めた完結とはなっていない。この取り組みの中で見えてきた課題をこ

れからの研究につなげていく大きなサイクルの始まりである。もちろん、予算委員会の設置･開催を

100％とすることが最終目的ではない。大切なのは、予算委員会の運営に関わり、経営に欠かせない

資源（人、物、金、情報）について、財務に精通するプロとしての力量を発揮することで、カリキュ

ラム経営への参画をし、教育環境を整えることができるということである。その前提として予算委員

会の設置・開催100％なのである。 

各地区でも予算委員会への取り組みが行われてきている。「私費削減」に向けての取り組みや公費

の適正な執行へ向けての様々な取り組みもある。ここでみなさんの取り組みやご意見をいただき、今

後の研究に生かしていきたいと思う。 

 

６ おわりに 

「取扱要領」が定められたことにより、学校事務職員にとって学校予算に関する一層の理解を促し、

教職員との共通理解を得ることができる機会となったのではないかと考えられる。それぞれの学校で

の取り組みに差はあるものの、今回の研究を通してよい形での意識づけになったと感じることができ

た。 

アンケートの回答に、｢われわれ学校事務職員が中心となって活動できるフィールドがあるという

ことは、学校運営委員会や企画委員会の１メンバーであるということよりも、学校事務職員としての

｢立ち位置｣がより明確となるばかりではなく、職務に対する意欲や責任感が醸成されることにつなが

ると考えている。そして、学校予算との関連から、教員とは異なる視点で｢学校｣を見つめ直し、その

改善により教育効果を高められれば、最終的に子どもたちへの学びの支援に貢献できるものと考えま

す。｣という意見があった。われわれの目指すところはまさにこれに尽きるのではないだろうか。私

たちの研究はまだ継続中であるが、予算を扱う「要（かなめ）」として運営に参画できるよう、今後

も予算委員会の運営に関する課題をひとつひとつ解決することを通して『学校事務力ＵＰ』に励み、

ひいては未来を拓く郡山っ子のために教育環境を充実させていきたい。 


